
令和3年　労 働 災 害 発 生 状 況 （令和4年1月末現在） (休業4日以上の死傷者数）
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※ 数値は、労働者死傷病報告より集計したものであり、（　）内は死亡者で内数である。

※ 陸上貨物運送事業は「道路貨物運送業」、「陸上貨物取扱業」を合わせたものをいいます。
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厚生労働省働き方改革特設サイトより引用

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/index.htm

【長時間労働の対策のポイント】

●平成３１年４月、労働基準法が改正され、長時間労働に対しては上限が設けられ、罰則が設け

られました。

●45時間を超える時間外労働・休日労働は健康障害にリスクが高まりますので、45時間を超えな

いよう時間外労働時間数の削減に努めてください。

●労使協定を定めていても、年間で月45時間（又は42時間）の時間外労働をさせる回数は6回を

超えることができません。

●時間外労働休日労働は単月100時間、複数月平均80時間、時間外労働は年720時間を超えて

はいけません。

●厚生労働省では、「過労死等ゼロ」緊急対策をとりまとめ、長時間労働を是正しない場合、企業

名を公表することがあります。


